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1.  平成21年3月期第2四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第2四半期 2,103,162 ― 237,623 ― 258,618 ― 153,080 ―

20年3月期第2四半期 1,669,381 12.3 253,896 16.4 260,809 16.5 160,814 19.5

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第2四半期 275.47 260.80
20年3月期第2四半期 274.43 272.78

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第2四半期 4,455,840 1,505,651 32.8 2,645.79
20年3月期 4,170,080 1,541,680 35.9 2,619.11

（参考） 自己資本   21年3月期第2四半期  1,460,612百万円 20年3月期  1,496,513百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  

21年3月期の期末および年間の配当金額は未定であります。  

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 60.00 ― 60.00 120.00
21年3月期 ― 60.00 ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― ― ―

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  

1株当たり当期純利益は、平成20年9月末の発行済株式数を同日以降の株式数として算定しております。  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 4,410,000 24.6 490,000 △4.0 500,000 △0.6 280,000 6.9 505.40

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、上記予想に関する事項は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】３．連結業績予想に関する定性的情報を
ご覧ください。 
２．配当金額につきましては、業績動向を見極めつつ検討することとしておりますが、国内外の経済状況や販売市場環境等の様々な要因により特に今後の業績は大きく
変動する可能性があり、期末および年間の配当金額は現時点では未定であります。なお、期末および年間の配当予想額の開示の時期につきましては、第３四半期の決
算発表時となる見込みであります。 
 

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期  614,438,399株 20年3月期  614,438,399株

② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期  62,386,872株 20年3月期  43,056,685株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第2四半期  555,702,358株 20年3月期第2四半期  586,003,309株



 
３．自己株式の取得について 
当社は、平成20年10月24日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用される同法第156条第1項の規定に基づき、自己株式を取得す
ることを決議いたしました。 
自己株式の取得の概要は以下のとおりであります。 
(1)自己株式の取得を行う理由 
現下の株式市況に鑑み株主還元の一環として、また今後の経営環境の変化に対応して機動的な資本政策遂行を可能にするため 
(2)取得の内容 
a.取得する株式の種類 
普通株式 
b.取得する株式の総数 
50,000千株（上限） 
c.株式の取得価額の総額 
80,000百万円（上限） 
d.取得する期間 
平成20年10月27日～平成21年3月31日 
e.取得の方法 
市場買付 
４．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）および「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  



【定性的情報・財務諸表等】 

  

１．連結経営成績に関する定性的情報 

 平成20年４月１日から９月30日の６か月間（以下、当第２四半期）の事業の種類別セグメントの業績は、以下のと

おりであります。 

 鉄鋼事業におきましては、高付加価値製品を中心に販売拡大に努めたことに加え、販売価格の上昇等により、売上

高は１兆8,939億円と前年同期に比べ増収となりました。経常利益につきましては、原料価格が大幅に上昇するな

か、更なるコスト削減に努め、2,683億円と、前年同期に比べ増益となりました。 

  エンジニアリング事業におきましては、売上高は1,255億円と前年同期に比べ増収となり、コスト削減等による収

益確保に努めた結果、経常利益は５億円と前年同期に比べ増益となりました。 

 造船事業におきましては、建造工事量は高水準で推移し、売上高は979億円となったものの、鋼材を中心とした資

機材の高騰により、71億円の経常損失となりました。 

 都市開発事業におきましては、分譲マンション事業の市況悪化および引渡戸数の減少等により、売上高は58億円、

経常損失は28億円と前年同期に比べ減収・減益となりました。 

  ＬＳＩ事業におきましては、液晶パネル向けをはじめとした製品の販売減少により、売上高は185億円、経常利益

は１億円と前年同期に比べ減収・減益となりました。   

  以上の結果、当第２四半期の売上高は２兆1,031億円、営業利益は2,376億円、経常利益は2,586億円、四半期純利

益は1,530億円と前年同期に比べ増収・減益となりました。 

  

２．連結財政状態に関する定性的情報 

 当第２四半期末の総資産は、平成20年３月末に対し2,858億円増加し、４兆4,558億円となりました。純資産は１兆

5,056億円、自己資本比率は3.1％低下し、32.8％となりました。また、借入金・社債等の残高は１兆5,643億円とな

り、平成20年３月末に比べ2,824億円増加しております。 

  

３．連結業績予想に関する定性的情報 

 通期のセグメント別の業績予想は以下のとおりであります。  

 鉄鋼事業におきましては、主原料の過去に例を見ない大幅な価格上昇に対して、コスト削減等の収益改善プロジェ

クトへの取組みを強化するとともに、顧客の皆様のご理解を得ながら、販売価格の改定を進め、収益の確保に努めて

おります。足下では、一部の品種で需要の減退が見られますが、これに対しては、従来と同様に引き続き需要見合い

の生産を徹底してまいります。こうした取組みにより、経常利益につきましては 5,200億円となる見込みです。 

 エンジニアリング事業におきましては、依然として厳しい事業環境ではありますが、引き続き収益改善に努め、経

常利益は50億円となる見込みです。 

  造船事業におきましては、鋼材等資機材の高水準の価格が継続すると見込まれ、生産性の向上により引き続きコス

ト削減を推進していくものの、のれんの償却負担も含め、120億円の経常損失となる見込みです。 

  都市開発事業におきましては、分譲マンションの引渡戸数の減および販売価格の見直しにより、20億円の経常損失

となる見込みです。 

  ＬＳＩ事業におきましては、液晶パネル向けおよび通信向け製品の販売減により、30億円の経常損失となる見込み

です。 

  以上の結果、通期の売上高は４兆4,100億円、営業利益は4,900億円、経常利益は5,000億円、当期純利益は2,800億

円とそれぞれ前回見通しを上回る見込みです。 

 

  



４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

  該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

  減価償却の方法に関して、定率法を採用している資産について連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定する方法や、税金費用の計算に関して、一部前連結会計年度における計算前提を使用する方法等の

簡便な会計処理を適用しております。 

  

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

   ①四半期財務諸表に関する会計基準の適用   

 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号）および「四半期財務諸

表に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連

結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

  ②重要な資産の評価基準および評価方法の変更 

   たな卸資産 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として取得原価をもって貸借対照表価額とす

る原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業

会計基準第９号 平成18年７月５日)が適用されたことに伴い、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

よる原価法により算定しております。 

 これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益は4,291

百万円それぞれ減少しております。 

  

  ③リース取引に関する会計基準の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第

13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））および「リース取引に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日(日本公認会計士協会 会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））を第１四半期連結会計期間から適用し、従来の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る会計処理に変更しております。また、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零（リース契約上に残価保証の取決めがある場合は、当該残価保証額）とする定額法を採用しております。

 この変更による当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益への影

響は軽微であります。 

  

  

（追加情報）  

 有形固定資産の耐用年数の変更 

  法人税法上の法定耐用年数の見直しを踏まえ、第１四半期連結会計期間より、機械装置等の一部について、耐用

年数を変更しております。これにより、当第２四半期連結累計期間の減価償却費は3,902百万円増加し、営業利益

は3,712百万円、経常利益および税金等調整前四半期純利益は3,739百万円それぞれ減少しております。 



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 41,994 47,366

受取手形及び売掛金 760,178 577,278

商品及び製品 285,770 249,773

仕掛品 213,249 177,262

原材料及び貯蔵品 350,431 294,404

その他 168,579 157,491

貸倒引当金 △774 △938

流動資産合計 1,819,429 1,502,638

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 450,242 461,590

機械装置及び運搬具（純額） 736,167 742,473

土地 536,660 538,440

その他（純額） 131,932 100,980

有形固定資産合計 1,855,003 1,843,483

無形固定資産 81,827 85,499

投資その他の資産   

投資有価証券 536,197 593,536

その他 168,941 151,971

貸倒引当金 △7,606 △9,309

投資その他の資産合計 697,532 736,197

固定資産合計 2,634,363 2,665,181

繰延資産 2,047 2,261

資産合計 4,455,840 4,170,080



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 496,118 472,963

短期借入金 314,691 186,133

コマーシャル・ペーパー 145,869 30,978

1年内償還予定の社債 40,000 80,000

1年内償還予定の転換社債 8,069 －

引当金 32,786 28,005

その他 542,775 537,289

流動負債合計 1,580,309 1,335,371

固定負債   

社債 299,993 199,992

新株予約権付社債 300,000 308,089

長期借入金 455,718 476,744

退職給付引当金 148,176 152,278

特定事業損失引当金 48,045 51,043

その他の引当金 57,745 57,827

その他 60,199 47,052

固定負債合計 1,369,879 1,293,028

負債合計 2,950,188 2,628,400

純資産の部   

株主資本   

資本金 147,143 147,143

資本剰余金 657,562 657,597

利益剰余金 997,209 897,969

自己株式 △371,380 △270,927

株主資本合計 1,430,534 1,431,782

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 43,863 72,491

繰延ヘッジ損益 △1,657 △469

土地再評価差額金 14,751 5,658

為替換算調整勘定 △26,879 △12,949

評価・換算差額等合計 30,078 64,731

少数株主持分 45,039 45,167

純資産合計 1,505,651 1,541,680

負債純資産合計 4,455,840 4,170,080



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 2,103,162

売上原価 1,709,375

売上総利益 393,787

販売費及び一般管理費 156,163

営業利益 237,623

営業外収益  

受取利息 731

受取配当金 5,390

たな卸資産関係益 15,215

持分法による投資利益 20,298

その他 11,098

営業外収益合計 52,735

営業外費用  

支払利息 10,928

固定資産除売却損 7,835

その他 12,975

営業外費用合計 31,740

経常利益 258,618

特別利益  

投資有価証券売却益 13,783

関係会社株式売却益 3,294

特別利益合計 17,077

特別損失  

減損損失 19,464

特別損失合計 19,464

税金等調整前四半期純利益 256,231

法人税、住民税及び事業税 104,793

法人税等調整額 △3,369

法人税等合計 101,424

少数株主利益 1,726

四半期純利益 153,080



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）および「四半期財務諸表に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」

に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

  

（３）継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

  

  

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記  

 当社は、平成20年２月28日開催の取締役会において、経営環境の変化に対応して機動的な資本政策遂行を可能

とするため、同年３月18日から同年９月30日を取得期間とし、取得株式数の上限を3,500万株、取得価額の上限

を1,200億円とする自己株式の取得を決議しました。平成20年５月１日（約定ベース）において、累計で

23,839,200株を119,993百万円で市場買付により取得し、終了いたしました。平成20年３月末では4,878,600株を

21,261百万円で取得しており、第１四半期連結会計期間において18,960,600株を98,731百万円で取得しておりま

す。 



「参考資料」

前年同四半期に係る財務諸表等

（要約）中間連結損益計算書

前中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
  至　平成19年９月30日)

百万円

売 上 高                1,669,381

売 上 原 価              △1,264,252

売 上 総 利 益                  405,129

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費                △151,232

                 253,896

受 取 利 息 及 び 配 当 金                    5,400

持 分 法 に よ る 投 資 利 益                   16,624

そ の 他 の 収 益                   12,701

営 業 外 収 益                   34,726

支 払 利 息                  △8,822

そ の 他 の 費 用                 △18,991

営 業 外 費 用                 △27,813

                   6,912

                 260,809

                   1,344

                   1,344

                 △1,452

                 △1,452

                 260,701

                △91,385

                 △7,094

                 △1,406

                 160,814

特 別 利 益

訴 訟 損 失 引 当 金 繰 入 額

中 間 純 利 益

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 益

固 定 資 産 売 却 益

科　　　　　目

経 常 利 益

営 業 利 益

営 業 外 損 益



JFEホールディングス㈱

１１１１．．．．連結業績連結業績連結業績連結業績（（（（平成平成平成平成20202020年度 第年度 第年度 第年度 第２２２２四半期連結累計期間四半期連結累計期間四半期連結累計期間四半期連結累計期間））））

平成19年度 平成20年度

（2007年度） （2008年度）

第2四半期
連結累計期間

第2四半期
連結累計期間

億円 億円 億円 ％

16,693 21,031 4,338 26.0

鉄鋼事業 15,443 18,939 3,496 22.6

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業 1,096 1,255 159 14.5

造船事業                    - 979 979      -   

都市開発事業 83 58 △25 △30.1

ＬＳＩ事業 232 185 △47 △20.3

消去又は全社 △ 162 △386 △224      -   

2,538 2,376 △162 △6.4

69 209 140      -  

2,608 2,586 △22 △0.8

鉄鋼事業 2,643 2,683 40 1.5

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業 △ 48 5 53 -   

造船事業                    - △71 △71      -   

都市開発事業 5 △28 △33 -   

ＬＳＩ事業 10 1 △9 △90.0

消去又は全社 △ 3 △3 0      -   

△ 1 △23 △ 22      -   

税金等調整前四半期純利益 2,607 2,562 △45 △1.7

△ 998 △1,031 △33      -   

1,608 1,530 △78 △4.9

増減

　特別損益

増減率

平成20年10月24日

売上高

[補足資料]

　税金費用・少数株主損益

四半期純利益

営業利益

　営業外損益

経常利益
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２２２２．．．．連結業績見通連結業績見通連結業績見通連結業績見通しししし

第2四半期
連結累計期間 年間

第2四半期
連結累計期間 年間

第2四半期
連結累計期間 年間

20,900 44,000 21,031 44,100 131 100 35,398

鉄鋼事業 18,700 39,000 18,939 39,200 239 200 32,033

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業 1,300 3,300 1,255 3,300 △45 0 3,142

造船事業 980 1,850 979 1,850 △1 0 　　　　　          -

都市開発事業 70 290 58 270 △12 △20 255

ＬＳＩ事業 190 390 185 330 △5 △60 429

消去又は全社 △ 340 △830 △386 △850 △46 △20 △ 463

1,800 4,200 2,376 4,900 576 700 5,105

200 300 209 100 9 △200 △ 75

2,000 4,500 2,586 5,000 586 500 5,029

鉄鋼事業 2,200 4,600 2,683 5,200 483 600 5,089

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業 △ 40 10 5 50 45 40 △ 110

造船事業 △ 80 △120 △71 △120 9 0 　　　　　          -

都市開発事業 △ 20 0 △28 △20 △8 △20 14

ＬＳＩ事業 0 0 1 △30 1 △30 11

消去又は全社 △ 60 10 △3 △80 57 △90 24

          -  -  △23 △23 △ 23 △23 △ 557

税金等調整前当期純利益 2,000 4,500 2,562 4,977 562 477 4,472

△ 800 △1,800 △1,031 △2,177 △231 △377 △ 1,853

1,200 2,700 1,530 2,800 330 100 2,618

３３３３．．．．連結財務指標連結財務指標連結財務指標連結財務指標

ＲＯＳ 14.2%

ＲＯＡ 13.0%

借入金・社債残高 12,819億円

自己資本 14,965億円

Ｄ／Ｅレシオ 85.7%

 　　〃　　（格付ベース)  ※ (61.4%)

　※格付評価上資本性を併せ持つハイブリッド債（取得条項付無担保転換社債型新株予約権付社債（劣後特約付））に

　ついて、格付機関２社による評価により、発行価額3,000億円の75％を資本と見なした場合のＤ／Ｅレシオ

(注) ＲＯＳ 　　　　：経常利益／売上高

       ＲＯＡ　 　　　：（ＲＯＡ　 　　　：（経常利益＋支払利息）／総資産

       Ｄ／ＥＤ／Ｅレシオ：借入金・社債等残高／自己資本

【参考】

16,200億円

前回見通し

10.2%

(単位：億円）

12.1%

増減

平成20年度(2008年度) 平成19年度
（2007年度）

経常利益

       300億円

△  1,300億円

平成20年度

売上高

営業利益

（平成20年10月24日）

前回見通し 今回見通し

（平成20年7月31日）

　営業外損益

(74.8%) (82.3%)

10.8%

15,900億円

当期純利益

　税金費用・少数株主損益

16,000億円 14,700億円

　特別損益

110.2%

増減

今回見通し

11.3% 1.1%

1.3%

平成19年度
（2007年度）

10.8%99.4%

(7.5%)
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平成20年10月24日
JFEﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱

(参考資料）

① 事業セグメント別の営業損益見通し

② 粗鋼生産量（JFEスチール）

            (単位：万ｔ)

③ 鋼材出荷量（JFEスチール, 単独ベース）

            (単位：万ｔ)

④ 鋼材輸出比率（JFEスチール, 単独・金額ベース）

              (単位：％)

⑤ 為替レート

           (単位：円/㌦) 

平成20年度見通しは下期105円/㌦で策定

為替レート変動の影響
(平成20年度見込み)： 1円の円安に対して、20億円程度の減益（ドル収支では、20億㌦/年程度の支払超過）

⑥ 鋼材平均価格（JFEスチール, 単独ベース）

         (単位：千円/ｔ)

第1四半期 第2四半期 上期 第3四半期 第4四半期 下期 年度

平成19年度 (単独) 738 766 1,504 772 776 1,548 3,052

(連結) 837 853 1,690 867 870 1,737 3,427

平成20年度 (単独) 771 778 1,549

(連結) 870 858 1,728

第1四半期 第2四半期 上期 第3四半期 第4四半期 下期 年度

平成19年度 44.7 45.7 45.2 42.0 43.3 42.7 43.9

平成20年度 41.6 44.9 43.4

第1四半期 第2四半期 上期 第3四半期 第4四半期 下期 年度

平成19年度 661 701 1,362 687 753 1,440 2,802

平成20年度 692 722 1,414

第1四半期 第2四半期 上期 第3四半期 第4四半期 下期 年度

平成19年度 119.8 119.4 119.6 113.5 108.4 110.9 115.3

平成20年度 103.4 108.0 105.7

第1四半期 第2四半期 上期 第3四半期 第4四半期 下期 年度

平成19年度 78.8 80.6 79.7 79.1 78.5 78.7 79.2

平成20年度 87.6 109.1 98.5

（単位：億円)

上期 年度 上期 年度
鉄鋼事業 2,000 4,400 2,510 5,100
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業 △ 70 △ 40 △ 35 △ 10
造船事業 △ 80 △ 120 △ 75 △ 120
都市開発事業 △ 20 0 △ 28 △ 20
ＬＳＩ事業 0 0 0 △ 30
消去又は全社 △ 30 △ 40 3 △ 20
営業利益 1,800 4,200 2,376 4,900

平成20年度 平成20年度
（前回見通し） （今回見通し）
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⑦ エンジニアリング事業の受注状況（セグメント間の取引を含む）

平成20年度受注見込み 3,300億円 (前年度比  +13.7％)

⑧ 造船事業の受注状況（セグメント間の取引を含む）

平成20年度受注見込み 1,600億円

⑨ 特別損益の内訳（JFEホールディングス、連結ベース）

　　*主としてJFEｽﾁｰﾙ㈱の住宅制度改訂に伴い
     閉鎖する社宅について、減損損失を計上。

⑩ 借入金社債等残高及び支払金利（ＪＦＥホールディングス、連結ベース、単位：億円）

⑪ 設備投資と減価償却費（ＪＦＥホールディングス、連結ベース、単位：億円）

⑫ 経常利益の増減内容 (平成20年度通期見通し、対平成19年度実績比較）

　  ａ．鉄鋼事業       ＋　111億円 （ 5,089億円→5,200億円 ）

（内容） コスト削減 ＋  700

原材料コスト △8,700

数量、価格 ＋7,600

減価償却費 △　200

棚卸資産評価差 ＋  400

その他 ＋  311 （為替差他 ）

　　ｂ．エンジニアリング事業       ＋　160億円 （ △110億円→50億円 ）

（内容） 依然として厳しい事業環境であるものの、引き続き収益改善に努め、前期に対して増益となる
見込み。

　　ｃ．造船事業 　    △  120億円  (  　-  億円→△120億円 ）

（内容） 鋼材等資機材の高水準の価格が継続すると見込まれ、生産性の向上により引き続きコスト削
減を推進していくものの、のれんの償却負担も含め、120億円の経常損失となる見込み。

　　ｄ．都市開発事業 　    △   34億円  (  14億円→△20億円 ）

（内容） 横浜山の内開発事業の売上実現もあり前期と比べ増収となるが、損益については分譲マンシ
ョン事業での販売価格の見直しにより、20億円の経常損失となる見込み。

　　ｅ．ＬＳＩ事業       △   41億円  (  11億円→△30億円 ）

（内容） 液晶パネル向け・デジタルカメラ向け製品の販売減、販売価格の下落により、30億円の経常
損失となる見込み。

以　　　　上

平成19年度 平成20年度
実績 見通し

設備投資額 2,236 2,800程度 （工事ベース）
減価償却費 2,204 2,500程度

上期末 年度末 上期 年度

12,610 12,819 △88 △180

15,643 16,200程度 △109 △230程度

支払金利

平成19年度
(実績)

平成20年度
(見通し)

借入金社債等残高

上期 年度
投資有価証券売却益 137 137
関係会社株式売却益 32 32
減損損失 △ 194 △ 194 *

合計　 　　 △ 23 △ 23

平成20年度
（今回見通し）
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